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●新築マンションの管理会社ランキング 

首都圏の新築マンションにおいて、売主が大手デベロッパーである物件の管理会社ランキングを見ると、2010 年

竣工の 1 位となったのは「三井不動産住宅サービス」で、唯一 3,000 戸を超えた。上位 7 位までは大手デベロッパ

ー関連の管理会社が並び、他の年代含め基本的には売主の企業グループに紐づいている。2015 年竣工の物件

で 1 位の「住友不動産建物サービス」は、52 階建てのツインタワーマンションが計上されたことで、同社の他の年

代と比較しても頭一つ抜けている。2025 年竣工の物件では「野村不動産パートナーズ」が 1 位となったほか、大手

デベロッパー以外に関連する会社の台頭が特徴と言える。 

大手デベロッパー以外の物件における管理会社ランキングを見ると、2010 年竣工の物件の 1 位は「長谷工コミュ

ニティ」で、グループの長谷工コーポレーションが売主になっている物件だけでなく、首都圏以外に拠点を置く売主

の物件なども担当しているようだ。この場合は、長谷工コーポレーションが施工を担当していることが多く、売主以

外の参画企業に紐づいていると言える。2015 年竣工の物件で 3 位となった「伏見管理サービス」は、飯田グルー

プホールディングスの関係会社であり、アーネストワンや一建設の手がけたマンションを中心に戸数を伸ばした。 

東京カンテイ、首都圏における管理会社ランキングと管理費の推移を発表 

2025 年の新築・大手デベ物件では「野村不動産パートナーズ」が首位 

中古マンションでは管理会社の変更により管理費の圧縮を図ったケースが見られる 
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中古マンションにおける管理会社の変遷を見ていく。ここでは 2010 年竣工の物件を対象に、竣工後の管理会社を

5 年の期間ごとに調査し、ランキング化している。竣工後はあくまで流通が確認できた事例のみの集計となるため、

流通がまったくなければ管理会社が変更になっていたとしても捕捉できない可能性がある。大手デベロッパーの物

件を見ると、2025 年に至るまで組織再編や社名変更を除く大きな変化は見られない。2016 年以降のランキングで

は、ほぼ大手デベロッパーに関連する管理会社で占められている。時間の経過とともにマンションの管理内容や

費用を見直し、場合によっては管理会社を変更するという手段も考えられるが、竣工時に売主と関連する管理会

社が受託し、その後も変わらないことが多いようだ。 

大手デベロッパー以外の物件で管理会社ランキングを見ていく。2016年～2020年には、「大京アステージ」の順位

が 14 位→6 位と押し上がった。同社への管理移行とともに㎡管理費が約 30％下落した物件も見られた。当該物

件は竣工時の㎡管理費が坪単価に対して高すぎたわけではない。2021 年～2025 年のランキングを見ると、「日本

ハウズイング」が 9 位→6位に上昇した。新たに管理を受託した中には、前の期間に㎡管理費が上昇し、その後に

同社へ変更し㎡管理費が下落したものもあった。竣工時からの管理会社による値上げを一度は受け入れたもの

の、やはり管理費を抑えようと管理会社を変更したと考えられる。管理会社変更後の㎡管理費が下落した事例が

複数あることから、管理費の圧縮は管理会社を変更する目的の一つであることを改めて示している。 

 

●2010 年竣工物件における管理会社ランキングの変遷 
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新築マンションにおいて、1 ㎡あたりの管理費と対坪単価比を算出した。首都圏の主要エリアでは、マンション価格

ほど㎡管理費は上昇していない。また同じくランニング・コストにあたる修繕積立金（基金）ほど値上がりしていない。

修繕積立金（基金）は 10 年で 1.5～2 倍近くになったり、年 10％の上昇が見られたりする一方で、長期的に見て㎡

管理費には同程度の上昇傾向は確認できなかった。 

首都圏の㎡管理費については、2010 年の 247.1 円から 2025 年は 310.4 円に上昇している。上昇率 25.6％は、近

畿圏・中部圏の伸びよりも低い結果となった。ただし、首都圏の中でも東京都、東京 23 区において大手デベロッパ

ーが売主となった物件では高い上昇率を示している。対坪単価比では 2010 年の 0.97 から 2025 年には 0.69 とな

っていて、大手デベロッパー・それ以外での差はない。各都県・都市を観察しても上昇しているが、上昇率はマンシ

ョン価格と比べると緩やかで、2020 年から 2025 年のデータを見ると横浜市や川崎市など母数が大きい自治体で

も下落が見られた。 

2010 年から 2025 年の管理費上昇割合・対坪単価比を比較すると東京都よりも周辺 3 県の方が高い。仮説はいく

つかあるが、まず最低賃金の上昇率が東京都と比べやや高いことがある。仮に現場の清掃員を最低賃金で雇用

したとして、その上昇度合いが反映されていくことを考えれば、毎時数十円の費用差でも毎月、毎年となると大きな

コストになりうる。またこれは、マンション価格同様の値上げを、管理費においてもできているという見方が可能だ。

これは各デベロッパーと管理会社の関係性に左右されがちだが、近畿圏では偏った傾向が見られたことを踏まえ

ると、より適正な価格調整が進んでいるものと考えられる。 

●新築マンション 主要エリア別の㎡管理費＆坪単価 


